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1. はじめに 2. 駐車場立地状況を考慮した買物交通モデル 

  

 駐車場の立地状況を考慮した買物交通行動を、平

成 12 年京阪神都市圏 PT 調査データを用いてモデ

ル化する。京都市における自由交通行動を対象とし、

交通機関選択と目的地選択の同時選択行動を、図 

1のように、3 層のネスティッドロジットモデルに

より表現する。本モデルは、目的地選択と交通機関

選択から構成されている。目的地選択は、都心か郊

外かの地域選択と、その地域内におけるゾーン選択

との 2 層構造になっている。 

郊外における大型商業施設の魅力の１つに、広大

な駐車場が挙げられる。しかし、このような駐車場

開発は、どの地域においても有効であるとは限らな

い。特に、大都市の商業地域のような開発可能な土

地が限られた地域では、過剰な駐車場開発は商業床

開発を抑制し、商業魅力の低下や公共交通の衰退と

いった事態の悪化につながることも少なくない。こ

れは、有限な商業土地利用において、商業床と駐車

場の土地利用がトレードオフの関係にあることを意

味している。このようなトレードオフを考慮して、

駐車場整備を評価していくことは重要であるが、既

存研究ではこれに対する分析は十分でない。 

最も下位レベルである交通手段選択における選択

肢 m の選択確率Ｐm は、各選択肢の選択効用Ｕm を

用いて式 1 のように定式化する。 

そこで、本研究では、このような商業床と駐車場

のトレードオフの関係を考慮できる土地利用―交通

モデルを構築し、このモデルを実際都市に適用する

ことで、大都市における商業床や駐車場への開発補

助による商業活性化策の効果を分析する。 
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上位レベルの選択行動(目的ゾーン選択、目的地

域選択)における選択肢 j の選択確率Ｐ j は、その下

位レベルの選択行動(交通手段選択、目的ゾーン選

択)による影響を表す式 2 のようなログサム関数Λ j

を用いて、式 3 のように定式化する。 

まず、駐車場立地状況を考慮した買物交通モデル

と、商業立地者による商業床と駐車場の立地行動モ

デルを含む土地利用モデルを組み合わせ、商業床と

駐車場のトレードオフを考慮できる土地利用―交通

モデルの構築を行う。 
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次に、構築した土地利用―交通モデルを京都市に

適用し、ある商業地域に商業床開発や駐車場開発を

促進するように、補助金施策を行うことによる都市

全体の商業効果を計測し、都心や郊外の複数地域に

おける施策効果の分析を行う。 
*
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a) 目的ゾーン選択モデル 

目的ゾーン選択では、買物交通行動者のうち、都

心選択者は都心ゾーンを選択し、郊外選択者はその

出発ゾーン近隣の郊外ゾーンを選択するものとする。 Um|j：選択肢 j を選択した場合の選択肢 m の効用 

選択肢 j の効用Ｕ j は、式 5 のように、ゾーンの

規模によって、目的ゾーンの選択確率が変化しない

よう定義する。この式は、目的ゾーンの規模による

変数を、そのゾーン規模の基準変数 X0j で平均化す

ることを意味しており、選択肢の規模の変化に対し

て適切な特性となることが示されている 2)。 

λ：パラメータ 

 

(1) 交通機関選択モデル 

 交通機関選択では、徒歩、自動車、公共交通の選

択を行うとし、公共交通は、バスと鉄道を含めるも

のとした。 
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XUU )exp(lnln 0 β   (5) 選択肢 m の効用Ｕm は、式 4 のように、特性変数

Xk,m の線形関数で定義する。特性変数として、各交

通手段の一般化費用や、個人属性、トリップチェイ

ンを考慮した影響変数を用いる。 

U’j：目的地の規模以外の変数による効用 

βk：k 番目の特性変数のパラメータ 
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kmkmU αα 0    (4) 本モデルでは、X0j に商業床面積を用いる。これ

により、商業床立地状況が目的ゾーン選択に与える

影響を考慮することができる。 αk：k 番目の特性変数のパラメータ 

b) 目的地域選択モデル  各交通機関による一般化費用は、都市内交通シミ

ュレーションを用いて算出する。この交通シミュレ

ーションは、交通渋滞や公共交通運行状況を考慮し、

所要時間、費用を算出するものである。一般化費用

は、所要時間によるものと、自動車の燃料費、公共

交通の運賃といった費用とで構成されている。 

 目的地域選択では、都心か郊外かの 2 地域を選択

し、選択肢の効用は式 4 と同様とする。これにより、

都心と郊外における商業地域の特性の違いを考慮す

ることができる。 

 

3. 駐車場開発を考慮した土地利用―交通モデル  駐車場の立地状況が、交通機関選択に与える影響

を考慮するため、自動車選択の効用において、単位

商業床面積当りの駐車場面積を特性変数に用いる。

ここで、商業床や駐車場面積のデータは住宅地図か

ら構築したデータベースを用いる 1)。 

 

 駐車場開発を考慮した土地利用―交通モデルを構

築する。本モデルの構成を、図 3に示す。土地利用

―交通モデルは数多くあり、尹らは 3)、立地主体の

立地行動、土地供給者による土地供給行動、立地主

体間の立地競合を考慮した土地利用モデルを、集計

的な交通モデルと組合せている。本研究では、尹ら

のモデルに加え、立地主体である商業立地者の
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(2) 目的地選択モデル 

目的地選択では、PT 小ゾーンから京都市 51 ゾー

ンを選択肢とし、図 2のように、都心の 4 ゾーン

と、それ以外の 47 の郊外ゾーンとに分ける。 
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図 3 土地利用―交通モデルの構成 

図 2 京都市における都心地域 



 

駐車場立地行動と開発者による床開発行動を考慮し、

これに前章で示した非集計的な買物交通モデルを組

合せることによって、商業立地の分析をより詳細に

行えるように改良する。 

 本研究で対象としている商業床開発と駐車場開発

における交通との相互作用について述べる。買物交

通行動者の効用において、商業床開発量と駐車場開

発量を考慮することにより、それぞれの開発量の変

化は、各ゾーンにおける買物交通行動者の効用を変

化させ、各ゾーンにおける商業アクセシビリティを 

変化させる。商業アクセシビリティの変化は、商業

立地者の生産関数、床地代を変化させ、ここにおい

て商業立地者は利潤を最大にするように、取得する

床量と、その商業床、駐車場の配分量を決定する。

これにより、商業床開発量と駐車場開発量は変化し、

再び買物交通行動者の効用を変化させる。このよう

に、商業土地利用と交通との相互作用を表現する。 

 

（1） 立地需要主体数算定モデル 

 本モデルでは、対象地域における立地需要主体数

を算定する。ここでは、主体を立地動態別に留保層

と変動層に分類し、変動層だけを立地配分対象とす

る。さらに、変動層を、新たに対象地域に流入する

新規層と、対象地域内での移動を行う移動層に分類

する。新規層は、対象地域内の人口に比例するとし

て算出し、変動層は、対象地域からの転出人口から、

対象地域外に流出する人口を差し引いて算出する。

対象地域内の各ゾーンの転出人口は、ゾーンの特性

変数から推計する。 

 
（2） 立地配分モデル 

 立地需要主体は、商業立地者と住宅立地者とする。 

 商業立地者は、その立地行動において、取得した

床を商業床と駐車場に立地配分を行うとして、この

立地配分行動をモデル化する。 

ゾーン i における商業立地者の利潤π i は、生産

額 Qi から、床取得費用と労働費用を差し引いたも

のとする。また、次章で提案するように、商業床と、

駐車場の床取得費用に対して、補助率 hb、hｓで補

助金を与える場合、π i は、式 6 のように示される。

商業立地者は、式 6～式 8 のように、商業アクセシ

ビリティ SACSi を考慮した生産関数と有限な土地

の制約の下で利潤を最大化するとし、商業床立地量

bi と駐車場立地量 si を決定する行動をモデル化する。 

 SACSi は、ゾーン i における市場規模を意味し、

式 9 のように表す。これは、ゾーン i への買物交通

行動者の効用 Uj,i から算出し、Uj,i は、前章で構築

した買物交通モデルにより算出する。 
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 式 6 の最大化問題を解くことで、商業立

接効用関数(利潤)Π i は式 10 のように、商

量と駐車場立地量は式 11、式 12 のように
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ζ1,ζ2,ζ3,ζ4,ζ5：パラメータ 

υ1,  υ2：パラメータ 

住宅立地者の立地行動においては、家計

下で、土地と一般財により構成される効用

するように床需要量を決定するものとする

この効用最大化問題を解いて得られる式

うな間接効用関数より、立地主体 n(商業

住宅立地者)のゾーンｉにおける立地選択

式 13 のように示す。これと、(1)で得られ

域の立地需要主体数から、ゾーン i におけ

体 n の床取得量 lni と立地需要主体数 NL

需要床面積 Dfni が式 14 のように示される
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（5） 開発競合モデル （3） 床開発モデル 

床開発者は、各立地主体 n に対して存在し、開

発主体 n は、立地主体者 n に開発した床を供給す

るとして、その開発行動をモデル化する。 

開発主体 n は、土地供給モデルからの土地供給

面積に対して付け値競争を行い、供給面積 Fni を得

るとする。この付け値地代 Rni は、平均地代 ARi を

用いて、式 23 のように示す。 ゾーン i における床開発者の利潤πdi は、式 15

のように、開発床による床地代収入から開発用土

地取得費用と投入資本を差し引いたものとする。

また、床の生産関数は、式 16 のように、開発用土

地取得量 Li と資本投入量 Ki で構成されるとする。 
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ψn1,ψn2,ψn3：パラメータ 

 

（6） 均衡 床開発者は、式 15、式 16 のように、床の生産関

数の制約下で利潤を最大化するとする。 

iiiiidi KLRlr −−=π    (15) 
 本モデルでは、式 24、式 25 のように、床市場と

土地市場の均衡を定義する。この均衡条件に従い、

地代と土地占有単位面積を更新して収束計算を行う。 
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Ri：ゾーン i における地代 d0,d1：パラメータ 

i
n

ni SlDl =∑ （for all ）   (25) i床市場を完全競争市場と仮定して、最大化問題を

解くことで、式 17、式 18 のように床地代 ri と床開

発量 li を決定する。  

ii Rr 1φ=      (17) 4. 立地補助策の評価 

3
2

φφ iii RLl =     (18) 
 

商業立地者の床取得量における商業床と駐車場へ

の配分比を変化させる施策として、商業床立地促進

施策と駐車場立地促進施策を行うことを想定する。 

φ1,φ2,φ3：パラメータ 

ここで、開発用土地取得量 Li も決定するが、こ

れは収束計算の更新に用いるため、開発主体 n の t

期の土地占有単位面積 Lni,t として式 19 のように示

す。これより、開発数 NDni から、式 20 の床供給量

Sfni と、式 21 の土地需要面積 Dlni が決定される。 

 商業床開発促進施策は、商業立地者の床取得量に

おいて、商業床配分量に対する床取得費用(床地代)

補助の実施を想定する。駐車場開発促進施策は、商

業立地者の床取得量において、駐車場配分量に対す

る床取得費用補助の実施を想定する。 3,21,11, lnlnln ntnintnintni LrL Γ+Γ+Γ= ++   (19) 

ninini NDlSf =     (20)  施策の経済効果として、費用便益分析を行う。施

策便益は、施策による商業利潤と税収の増分とし、

施策費用は、立地補助金の総計とする。 
ninini NDLDl =     (21) 

Γn,1,Γn,2,Γn,3：パラメータ 

 以上の施策の都心と郊外への実施効果を、本モデ

ルにより計測し比較分析する。なお、その分析結果

については講演時に報告する予定である。 

（4） 土地供給モデル 

 土地供給者は、土地と一般財を所有することで効

用を満たし、これらに対する支出と、地代収入によ

る予算制約の下、効用を最大化するとする。これよ

り、式 22 のように、t 期のゾーンｉの土地供給可

能面積 Li,t における、土地供給量 Sli, t が決定する。 
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